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判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 
処分基準（不利益処分関係）                           

資料番号 1 担当課 経営支援課 

法令名 
中小企業における経営の承継

の円滑化に関する法律施行規

則 
根拠条項 ９－１～９ 

不利益処

分の種類 

贈与税の納税猶予及び相続税

の納税猶予等に関する認定の

取消し 
１ 根拠規定 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律 
 （経済産業大臣の認定） 
 第十二条 次の各号に掲げる者は、当該各号に該当することについて、経済産業大臣の認定を

受けることができる。 
  一 会社である中小企業者（金融商品取引法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上

場されている株式又は同法第六十七条の十一第一項の店頭売買有価証券登録原簿に登録されてい

る株式を発行している株式会社を除く。））の申請に基づき、当該中小企業の代表者の死亡等に起

因する経営の承継に伴い、死亡したその代表者（代表者であった者を含む。）又は退任したその代

表者の資産のうち当該中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の費用を要

することその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該中小企業者の事業活動の継続

に支障が生じていること。 
二 個人である中小企業者 他の個人である中小企業者の死亡等に起因する当該他の個人である

中小企業者が営んでいた事業の経営の承継に伴い、当該他の個人である中小企業者の資産のうち

当該個人である中小企業者の事業の実施に不可欠なものを取得するために多額の費用を要するこ

とその他経済産業省令で定める事由が生じているため、当該個人である中小企業者の事業活動の

継続に支障が生じていると認められること。 
 
２ 前項の認定に関し必要な事項は、経済産業省令で定める。 
 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行令 
 （都道府県が処理する事務） 
 第二条 法第十二条第一項及び第十五条第一項に規定する経済産業大臣の権限に属する事務

は、中小企業者の主たる事務所の所在地を管轄する都道府県知事が行うこととする。 
 
２ 許認可等の基準 
◆中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則 
（認定の取消し）  
第九条  都道府県知事は、法第十二条第一項 の認定（第六条第一項第七号から第十四号までの

事由に係るものを除く。）を受けた中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）が、次に掲げ

るいずれかに該当することが判明したときは、その認定を取り消すことができる。  
一  当該認定中小企業者が会社である場合にあっては、当該認定中小企業者の当該認定の申請

に係る代表者が退任したこと。  
二  当該認定中小企業者が個人である場合にあっては、当該認定中小企業者が事業の全部を廃

止又は譲渡したこと。  
三  偽りその他不正の手段により当該認定を受けたこと。  
四  当該認定中小企業者から第五項の申請があったこと。  

 



 
 
２  都道府県知事は、法第十二条第一項 の認定（第六条第一項第七号の事由に係るものに限

る。）を受けた中小企業者（以下「第一種特別贈与認定中小企業者」という。）が、次に掲げる

いずれかに該当することが判明したときは、その認定を取り消すことができる。  
一  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者が死亡したこと。  
二  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者が当該第一種特別贈与認定中

小企業者の代表者を退任したこと（その代表権を制限されたことを含む。以下この条において

同じ。）。  
三  第一種贈与雇用判定期間（当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者の

贈与税申告期限の翌日から当該認定の有効期限までの期間をいう。以下この号並びに第十三条

の三第一項及び第二項において同じ。）の末日又は第一種臨時贈与雇用判定期間（当該第一種

特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者の贈与税申告期限の翌日から当該認定の有

効期限までの期間内に当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者又は第一

種経営承継贈与者の企業者の第一種経営承継受贈者又は第一種経営承継贈与者の相続が開始

した場合（第一種経営承継贈与者の相続が開始した場合にあっては、当該相続の開始の日の翌

日から八月を経過する日までに第十三条第二項に規定する申請書を都道府県知事に提出し、か

つ、同条第一項の確認を受けた場合を除く。）における当該贈与税申告期限の翌日から当該相

続の開始の日の前日までの期間をいう。以下この号及び第十三条の三第一項において同じ。）

の末日において、当該第一種贈与雇用判定期間内又は当該第一種臨時贈与雇用判定期間内に存

する当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種贈与報告基準日（第十二条第一項の第一種贈

与報告基準日をいう。以下この号において同じ。）におけるそれぞれの常時使用する従業員の

数の合計を当該第一種贈与雇用判定期間内又は当該第一種臨時贈与雇用判定期間内に存する

当該第一種贈与報告基準日の数で除して計算した数（その数に一未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた数が当該認定に係る贈与の時における常時使用する従業員の数に百分の

八十を乗じて計算した数、（その数に一未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数。

ただし、当該贈与の時における常時使用する従業員の数が一人のときは、一人とする。）を下

回る数となったこと。  
四  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者及び当該第一種経営承継受贈

者に係る同族関係者と合わせて有する当該第一種特別贈与認定中小企業者の株式等に係る議

決権の数の合計が、当該第一種特別贈与認定中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十以下

となったこと（第八号に規定する第一種特別贈与認定株式一部再贈与について第十二条第三十

一項に基づく都道府県知事の確認を受けた場合を除く）。 
五  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者に係る同族関係者のうちいず

れかの者が、当該第一種経営承継受贈者が有する当該第一種特別贈与認定中小企業者の株式等

に係る議決権の数を超える議決権の数を有することとなったこと（第八号に規定する第一種特

別贈与認定株式一部再贈与について第十二条第三十一項に基づく都道府県知事の確認を受け

た場合を除く）。  
六  当該第一種特別贈与認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、その第一種経営承

継受贈者が当該認定に係る贈与により取得した当該第一種特別贈与認定中小企業者の株式（租

税特別措置法第七十条の七第一項の規定の適用を受けている若しくは受けようとする又は同

法第七十条の七の四第一項の規定の適用を受けている株式に限る。）の全部又は一部の種類を

株主総会において議決権を行使することができる事項につき制限のある種類の株式に変更し

たこと。  



七  当該第一種特別贈与認定中小企業者が持分会社である場合にあっては、その第一種経営承

継受贈者が有する議決権を制限する旨の定款の変更をしたこと。  
八  当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継受贈者が当該認定に係る贈与により

取得した当該第一種特別贈与認定中小企業者の株式等（当該第一種特別贈与認定中小企業者が

合併により消滅した場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続会社等の株式

等（会社法第二百三十四条第一項の規定により競売しなければならない株式を除く。）、当該

第一種特別贈与認定中小企業者が株式交換等により他の会社の株式交換完全子会社等となっ

た場合にあっては当該株式交換等に際して交付された株式交換完全親会社等の株式等（同項の

規定により競売しなければならない株式を除く。））のうち租税特別措置法第七十条の七第一

項 の規定の適用を受けている若しくは受けようとする又は同法第七十条の七の四第一項 の
規定の適用を受けている株式等（以下「第一種認定贈与株式」という。）の全部又は一部を譲

渡したこと（当該第一種特別贈与認定中小企業者が会社分割により吸収分割会社（会社法第七

百五十八条第一号に規定する吸収分割会社をいう。以下同じ。）又は新設分割会社（同法第七

百六十三条第五号に規定する新設分割会社をいう。以下同じ。）となる場合において、吸収分

割がその効力を生ずる日又は新設分割設立会社（同法第七百六十三条に規定する新設分割設立

会社をいう。以下同じ。）の成立の日に、吸収分割承継会社（同法第七百五十七条に規定する

吸収分割承継会社をいう。）又は新設分割設立会社の株式又は持分を配当財産とする剰余金の

配当をしたことを含み、当該第一種経営承継受贈者が当該第一種特別贈与認定中小企業者の代

表者を退任した場合（第十項各号のいずれかに該当するに至った場合に限る。）において、当

該第一種経営承継受贈者が当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種認定贈与株式の一部

について法第十二条第一項 の認定に係る贈与（以下「第一種特別贈与認定株式一部再贈与」

という。）をしたことについて、第十二条第三十一項に基づく都道府県知事の確認を受けたと

きを除く。）。  
九  当該第一種特別贈与認定中小企業者が会社法第百八条第一項第八号 に掲げる事項につい

ての定めがある種類の株式を発行している場合にあっては、当該株式を当該第一種特別贈与認

定中小企業者の第一種経営承継受贈者以外の者が有することとなったこと。  
十  当該第一種特別贈与認定中小企業者が解散（合併により消滅する場合を除き、会社法 その

他の法律の規定により解散したものとみなされる場合を含む。以下同じ。）したこと。  
十一  当該第一種特別贈与認定中小企業者が上場会社等又は風俗営業会社に該当したこと。  
十二  当該第一種特別贈与認定中小企業者が資産保有型会社（第六条第二項第一号及び第二号

のいずれにも該当する特別子会社であって、同項第三号イからハまでに掲げるいずれかの業務

をしているものの株式又は持分を特定資産から除いた場合であっても、資産保有型会社に該当

する会社に限り、同項第一号及び第二号のいずれにも該当する会社であって、同項第三号イか

らハまでに掲げるいずれかの業務をしているものを除く。以下同じ。）に該当したこと。  
十三  第一種贈与認定申請基準日の属する事業年度以後のいずれかの事業年度において、当該

第一種特別贈与認定中小企業者が資産運用型会社（第六条第二項第一号及び第二号のいずれに

も該当する特別子会社であって、同項第三号イからハまでに掲げるいずれかの業務をしている

ものの株式又は持分を特定資産から除いた場合であっても、資産運用型会社に該当する会社に

限り、同項第一号及び第二号のいずれにも該当する会社であって、同項第三号イからハまでに

掲げるいずれかの業務をしているものを除く。以下同じ。）に該当したこと。  
十四  第一種贈与認定申請基準日の属する事業年度以後のいずれかの事業年度において、当該

第一種特別贈与認定中小企業者の総収入金額が零であったこと。  
十五  当該第一種特別贈与認定中小企業者の特定特別子会社が風俗営業会社に該当したこと。  
十六  第十二条第一項、第五項及び第十一項の報告をせず、又は虚偽の報告をしたこと。  



十七  偽りその他不正の手段により当該認定を受けたこと。  
十八  当該第一種特別贈与認定中小企業者が会社法第四百四十七条第一項 又は第六百二十六

条第一項 の規定により資本金の額を減少したこと（減少する資本金の額の全部を準備金とす

る場合並びに同法第三百九条第二項第九号 イ及びロに該当する場合を除く。以下同じ。）。  
十九  当該第一種特別贈与認定中小企業者が会社法第四百四十八条第一項 の規定により準備

金の額を減少したこと（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合及び同法第四百四十九

条第一項 ただし書に該当する場合を除く。以下同じ。）。  
二十  当該第一種特別贈与認定中小企業者が組織変更をした場合にあっては、当該組織変更に

際して当該第一種特別贈与認定中小企業者の株式等以外の財産が交付されたこと。  
二十一  当該第一種特別贈与認定中小企業者の経営承継贈与者が当該第一種特別贈与認定中小

企業者の代表者となったこと。  
二十二  当該認定の有効期限までに当該第一種特別贈与認定中小企業者の第一種経営承継贈与

者の相続が開始した場合にあっては、当該第一種特別贈与認定中小企業者が第十三条第一項の

確認を受けていないこと。  
二十三  当該第一種特別贈与認定中小企業者から第十四項の申請があったこと。  

３  都道府県知事は、法第十二条第一項 の認定（第六条第一項第八号の事由に係るものに限る。）

を受けた中小企業者（以下「第一種特別相続認定中小企業者」という。）が、次に掲げるいずれ

かに該当することが判明したときは、その認定を取り消すことができる。  
一  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人が死亡したこと。  
二  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人が当該第一種特別相続認定中

小企業者の代表者を退任したこと。  
三  第一種相続雇用判定期間（当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人の

相続税申告期限の翌日から当該認定の有効期限までの期間をいう。以下この号及び第十三条の

三第五項において同じ。）の末日において、当該第一種相続雇用判定期間内に存する当該第一

種特別相続認定中小企業者の第一種相続報告基準日（第十二条第三項の第一種相続報告基準日

をいう。以下この号において同じ。）におけるそれぞれの常時使用する従業員の数の合計を当

該第一種相続雇用判定期間内に存する当該第一種相続報告基準日の数で除して計算した数が、

当該認定に係る相続の開始の時における常時使用する従業員の数に百分の八十を乗じて計算

した数（その数に一未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数。ただし、当該相続の

時における常時使用する従業員の数が一人のときは、一人とする）を下回る数となったこと。  
四  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人及び当該第一種経営承継相続

人に係る同族関係者の有する当該第一種特別相続認定中小企業者の株式等に係る議決権の数

の合計が、当該第一種特別相続認定中小企業者の総株主等議決権数の百分の五十以下となった

こと（第八号に規定する第一種特別相続認定株式一部贈与について第十二条第三十一項に基づ

く都道府県知事の確認を受けた場合を除く。）。  
五  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人に係る同族関係者のうちいず

れかの者が、当該第一種経営承継相続人が有する当該第一種特別相続認定中小企業者の株式等

に係る議決権の数を超える議決権の数を有することとなったこと（第八号に規定する第一種特

別相続認定株式一部贈与について第十二条第三十一項に基づく都道府県知事の確認を受けた

場合を除く。）。  
六  当該第一種特別相続認定中小企業者が株式会社である場合にあっては、その第一種経営承

継相続人が当該認定に係る相続又は遺贈により取得した当該第一種特別相続認定中小企業者

の株式（租税特別措置法第七十条の七の二第一項 の規定の適用を受けている又は受けようと

する株式に限る。）の全部又は一部の種類を株主総会において議決権を行使することができる



事項につき制限のある種類の株式に変更したこと。  
七  第一種当該特別相続認定中小企業者が持分会社である場合にあっては、その第一種経営承

継相続人が有する議決権を制限する旨の定款の変更をしたこと。  
八  当該第一種特別相続認定中小企業者の第一種経営承継相続人が当該認定に係る相続又は遺

贈により取得した当該第一種特別相続認定中小企業者の株式等（当該第一種特別相続認定中小

企業者が合併により消滅した場合にあっては当該合併に際して交付された吸収合併存続会社

等の株式等（会社法第二百三十四条第一項 の規定により競売しなければならない株式を除

く。）、当該第一種特別相続認定中小企業者が株式交換等により他の会社の株式交換完全子会社

等となった場合にあっては当該株式交換等に際して交付された株式交換完全親会社等の株式

等（同項 の規定により競売しなければならない株式を除く。））のうち租税特別措置法第七十

条の七の二第一項 の規定の適用を受けている又は受けようとする株式等（以下「第一種認定

相続株式」という。）の全部又は一部を譲渡したこと（当該第一種特別相続認定中小企業者が

会社分割により吸収分割会社又は新設分割会社となる場合において、吸収分割がその効力を生

ずる日又は新設分割設立会社の成立の日に、吸収分割承継会社又は新設分割設立会社の株式又

は持分を配当財産とする剰余金の配当をしたことを含み、当該第一種経営承継相続人が当該第

一種特別相続認定中小企業者の代表者を退任した場合（第十項各号のいずれかに該当するに至

った場合に限る。）において、当該第一種経営承継相続人が当該第一種特別相続認定中小企業

者の第一種認定相続株式の一部について法第十二条第一項 の認定に係る贈与（以下「第一種

特別相続認定株式一部贈与」という。）をしたことについて、第十二条第三十一項に基づく都

道府県知事の確認を受けたときを除く。）。  
九  当該第一種特別相続認定中小企業者が会社法第百八条第一項第八号 に掲げる事項につい

ての定めがある種類の株式を発行している場合にあっては、当該株式を当該第一種特別相続認

定中小企業者の第一種経営承継相続人以外の者が有することとなったこと。  
十  当該第一種特別相続認定中小企業者が解散したこと。  
十一  当該第一種特別相続認定中小企業者が上場会社等又は風俗営業会社に該当したこと。  
十二  当該第一種特別相続認定中小企業者が資産保有型会社に該当したこと。  
十三  第一種相続認定申請基準日の属する事業年度以後のいずれかの事業年度において、当該

第一種特別相続認定中小企業者が資産運用型会社に該当したこと。  
十四  第一種相続認定申請基準日の属する事業年度以後のいずれかの事業年度において、当該

第一種特別相続認定中小企業者の総収入金額が零であったこと。  
十五  当該第一種特別相続認定中小企業者の特定特別子会社が風俗営業会社に該当したこと。  
十六  第十二条第三項及び第七項の報告をせず、又は虚偽の報告をしたこと。  
十七  偽りその他不正の手段により当該認定を受けたこと。   
十八  当該第一種特別相続認定中小企業者が会社法第四百四十七条第一項 又は第六百二十六

条第一項 の規定により資本金の額を減少したこと。  
十九  当該第一種特別相続認定中小企業者が会社法第四百四十八条第一項 の規定により準備

金の額を減少したこと。  
二十  当該第一種特別相続認定中小企業者が組織変更をした場合にあっては、当該組織変更に

際して当該第一種特別相続認定中小企業者の株式等以外の財産が交付されたこと。  
二十一  当該第一種特別相続認定中小企業者から第五項の申請があったこと。 

４  第二項の規定は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第九号の事由に係るものに限る。）

を受けた中小企業者（以下「第二種特別贈与認定中小企業者」という。）について準用する。この

場合において、「第六条第一項第七号」とあるのは「第六条第一項第九号」と、「第一種経営承継

受贈者」とあるのは「第二種経営承継受贈者」と、「第一種贈与雇用判定期間」とあるのは「第二



種贈与雇用判定期間」と、「贈与税申告期限の翌日から当該認定の有効期限」とあるのは「当該第

二種特別贈与認定中小企業者の株式等に係る第一種経営承継贈与の贈与税申告期限の翌日又は当

該第二種特別贈与認定中小企業者の株式等に係る第一種経営承継相続の相続税申告期限の翌日か

ら当該認定の有効期限」と、「第一種臨時贈与雇用判定期間」とあるのは「第二種臨時贈与雇用判

定期間」と、「第一種経営承継贈与者」とあるのは「第二種経営承継贈与者」と、「第十三条第二

項」とあるのは「第十三条第三項の規定により読み替えられた同条第二項」と、「同条第一項」と

あるのは「同条第三項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「当該贈与税申告期限の翌日」

とあるのは「当該贈与税申告期限の翌日又は当該相続税申告期限の翌日」と、「第十三条の三第一

項」とあるのは「第十三条の三第十三項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「第一種贈

与報告基準日」とあるのは「第二種贈与報告基準日」と、「（第十二条第一項」とあるのは「（第

十二条第十四項の規定により読み替えられた同条第一項」と、「当該認定に係る贈与の時」とある

のは「当該認定に係る第一種経営承継贈与の時又は第一種経営承継相続の開始の時」と、「第一種

特別贈与認定株式一部再贈与」とあるのは「第二種特別贈与認定株式一部再贈与」と、「第一種認

定贈与株式」とあるのは「第二種認定贈与株式」と、「第十項各号」とあるのは「第十一項の規定

により読み替えられた第十項各号」と、「第一種贈与認定申請基準日」とあるのは「第二種贈与認

定申請基準日」と、「第十二条第一項、第五項及び第十一項」とあるのは「第十二条第十四項の規

定により読み替えられた同条第一項、同条第十五項の規定により読み替えられた同条第三項、同条

第十七項の規定により読み替えられた同条第五項及び第十一項」と、「第十三条第一項」とあるの

は「第十三条第三項の規定により読み替えられた同条第一項」と読み替えるものとする。 

５  第三項の規定は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十号の事由に係るものに限る。）

を受けた中小企業者（以下「第二種特別相続認定中小企業者」という。）について準用する。この

場合において、「第六条第一項第八号」とあるのは「第六条第一項第十号」と、「第一種経営承継

相続人」とあるのは「第二種経営承継相続人」と、「第一種相続雇用判定期間」とあるのは「第二

種相続雇用判定期間」と、「相続税申告期限の翌日から当該認定の有効期限」とあるのは「当該第

二種特別相続認定中小企業者の株式等に係る第一種経営承継贈与の贈与税申告期限の翌日又は当

該第二種特別相続認定中小企業者の株式等に係る第一種経営承継相続の相続税申告期限の翌日か

ら当該認定の有効期限」と、「第十三条の三第五項」とあるのは「第十三条の三第十四項」と、「第

一種相続報告基準日（第十二条第三項の第一種相続報告基準日をいう。以下この号において同じ。」

とあるのは「第二種贈与報告基準日（第十二条第十四項の規定により読み替えられた同条第一項の

第二種贈与報告基準日をいう。以下この号において同じ。）又は第二種相続報告基準日（第十二条

十五項の規定により読み替えられた同条第三項の第二種相続報告基準日をいう。以下この号におい

て同じ。」と、「当該第一種相続報告基準日」とあるのは「当該第二種贈与報告基準日又は当該第

二種相続報告基準日」と、「当該認定に係る相続の開始の時」とあるのは「当該認定に係る第一種

経営承継贈与の時又は第一種経営承継相続の開始の時」と、「第一種特別相続認定株式一部贈与」

とあるのは「第二種特別相続認定株式一部贈与」と、「第一種認定相続株式」とあるのは「第二種

認定相続株式」と、「第十項各号」とあるのは「第十一項の規定により読み替えられた第十項各号」

と、「第十二条第三項及び第七項」とあるのは「第十二条第十四項の規定により読み替えられた同

条第一項、同条第十五項の規定により読み替えられた同条第三項、同条第十七項の規定により読み

替えられた同条第五項及び第十一項」と読み替えるものとする。 

６  第二項の規定（第三号を除く。）は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十一号の事

由に係るものに限る。）を受けた中小企業者（以下「第一種特例贈与認定中小企業者」という。）

について準用する。この場合において、「第六条第一項第七号」とあるのは「第六条第一項第十一

号」と、「第一種経営承継受贈者」とあるのは「第一種特例経営承継受贈者」と、「第一種特別贈

与認定株式一部再贈与」とあるのは「第一種特例贈与認定株式一部再贈与」と、「第七十条の七第



一項」とあるのは「第七十条の七の五第一項」と、「第七十条の七の四第一項」とあるのは「第七

十条の七の八第一項」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第一種特例認定贈与株式」と、「第

十項各号」とあるのは「第十二項の規定により読み替えられた第十項各号」と、「第一種贈与認定

申請基準日」とあるのは「第一種特例贈与認定申請基準日」と、「第十二条第一項、第五項及び第

十一項」とあるのは「第十二条第十九項の規定により読み替えられた同条第一項、第五項及び第十

一項」と、「第一種経営承継贈与者」とあるのは「第一種特例経営承継贈与者」と、「第十三条第

一項」とあるのは「第十三条第四項の規定により読み替えられた同条第一項」と読み替えるものと

する。 

７  第三項の規定（第三号を除く。）は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十二号の事

由に係るものに限る。）を受けた中小企業者（以下「第一種特例相続認定中小企業者」という。）

について準用する。この場合において、「第六条第一項第八号」とあるのは「第六条第一項第十二

号」と、「第一種経営承継相続人」とあるのは「第一種特例経営承継相続人」と、「第一種特別相

続認定株式一部贈与」とあるのは「第一種特例相続認定株式一部贈与」と、「第七十条の七の二第

一項」とあるのは「第七十条の七の六第一項」と、「第一種認定相続株式」とあるのは「第一種特

例認定相続株式」と、「第十項各号」とあるのは「第十二項の規定により読み替えられた第十項各

号」と、「第十二条第三項及び第七項」とあるのは「第十二条第十七項の規定により読み替えられ

た同条第一項並びに同条第十八項の規定により読み替えられた同条第三項及び第七項」と読み替え

るものとする。 

８  第二項の規定（第三号を除く。）は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十三号の事

由に係るものに限る。）を受けた中小企業者（以下「第二種特例贈与認定中小企業者」という。）

について準用する。この場合において、「第六条第一項第七号」とあるのは「第六条第一項第十三

号」と、「第一種特別贈与認定中小企業者」とあるのは「第二種特例贈与認定中小企業者」と、「第

一種経営承継受贈者」とあるのは「第二種特例経営承継受贈者」と、「第一種特別贈与認定株式一

部再贈与」とあるのは「第二種特例贈与認定株式一部再贈与」と、「第七十条の七第一項」とある

のは「第七十条の七の五第一項」と、「第七十条の七の四第一項」とあるのは「第七十条の七の八

第一項」と、「第一種認定贈与株式」とあるのは「第二種特例認定贈与株式」と、「第十項各号」

とあるのは「第十三項の規定により読み替えられた第十項各号」と、「第一種贈与認定申請基準日」

とあるのは「第二種特例贈与認定申請基準日」と、「第十二条第一項、第五項及び第十一項」とあ

るのは「第十二条第二十二項の規定により読み替えられた同条第一項、同条第二十三項の規定によ

り読み替えられた同条第三項、同条第二十四項の規定により読み替えられた同条第五項及び第十一

項」と、「第一種経営承継贈与者」とあるのは「第二種特例経営承継贈与者」と、「第十三条第一

項」とあるのは「第十三条第五項の規定により読み替えられる同条第一項」と読み替えるものとす

る。 

９  第三項の規定（第三号を除く。）は、法第十二条第一項の認定（第六条第一項第十四号の事

由に係るものに限る。）を受けた中小企業者（以下「第二種特例相続認定中小企業者」という。）

について準用する。この場合において、「第六条第一項第八号」とあるのは「第六条第一項第十四

号」と、「第一種特別相続認定中小企業者」とあるのは「第二種特例相続認定中小企業者」と、「第

一種経営承継相続人」とあるのは「第二種特例経営承継相続人」と、「第一種特別相続認定株式一

部贈与」とあるのは「第二種特例相続認定株式一部贈与」と、「第七十条の七の二第一項」とある

のは「第七十条の七の六第一項」と、「第一種認定相続株式」とあるのは「第二種特例認定相続株

式」と、「第十項各号」とあるのは「第十三項の規定により読み替えられた第十項各号」と、「第

一種相続認定申請基準日」とあるのは「第二種特例相続認定申請基準日」と、「第十二条第三項及

び第七項」とあるのは「第十二条第二十二項の規定により読み替えられた同条第一項、同条第二十

三項の規定により読み替えられた同条第三項及び同条第二十五項の規定により読み替えられた同



条第七項」と読み替えるものとする。 

 


